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市民のうち 27.6%が積極的疫学調査の対象になった際に、 

接触した者を開示しない可能性があると回答 

【概要】 

⚫ 積極的疫学調査の際の接触者開示に対する市民の考えを明らかにするため、2021 年 1

月に 20-79 歳のインターネット調査協力者約 3,000 人を対象に調査を実施しました。 

⚫ 27.6%の者が新型コロナウイルス感染症の検査で陽性反応が出て、保健所に接触者の開

示を依頼された場合でも全ての接触者を開示しない可能性があると回答しました。 

⚫ 開示しない可能性があると答えた者は男性・若年者・大卒未満の者に多い傾向が見られ

ました。 

⚫ 開示しない主な理由としては、名前を伝えることで当該人物に迷惑をかけること

(47.6%)や非難されること(33.7%)などが挙げられました。 

⚫ 積極的疫学調査は次のパンデミックの際においても重要な役割を担うと考えられます。

本研究で明らかになった懸念に対する配慮と接触者追跡調査の重要性に関するさらな

る啓発が求められます。 

 

東京医科大学公衆衛生学分野の町田征己らは、新型コロナウイルス感染症の積極的疫学

調査に関する市民の考えを明らかにするため、2021 年 1 月に 20-79 歳のインターネット調

査協力者約 3,000 人を対象にインターネット調査を実施しました。その研究成果が 2022 年

6 月 21 日に国際医学雑誌 Public Health オンライン版で発表されました。 

 

【研究内容の要約】 

 感染症の積極的疫学調査において、感染者本人への行動歴の聞き取りによる濃厚接触者

の特定（接触者追跡調査）は感染拡大を抑制するために重要です。聞き取り調査では感染者

の協力が不可欠ですが、どの程度協力を得られるかは明らかではありません。そこで本研究

は、COVID-19 パンデミック時における積極的疫学調査の際の接触者開示に関する一般市

民の考えと、それらに関連する社会人口統計学的要因を明らかにすることを目的としまし

た。 

 インターネット調査会社に登録している 20-79 歳の男女 3,000 人（性別、年齢、居住地域

の構成割合が日本人の人口構成と一致するように対象者を抽出）に、COVID-19 と診断さ

れた場合に、保健機関に接触歴のある者をすべて伝えるか（接触者を開示するか）どうかと

その理由を回答してもらいました。その結果、一般市民のうち 27.6%が COVID-19 の積極

的疫学調査の対象になった際に、接触者した者を開示しない可能性を示し、その傾向は男

性・若年者・低学歴の者で高いことが明らかになりました（図 1）。開示する主な理由とし

ては、感染拡大の抑制に役立つと考えていること（84.8%）や他者を守ることに繋がると考
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えていること（76.4%）が挙げられました。一方、開示しない主な理由としては、名前を伝

えることで当該人物に迷惑をかけること(47.6%)や非難されること(33.7%)が挙げられまし

た。 

 本研究結果から、様々な理由で積極的疫学調査の際に感染者から十分な協力が得られな

い可能性が明らかになりました。積極的疫学調査への協力意向を高めるためには、積極的疫

学調査の意義に関する普及啓発や感染症の差別（スティグマ）への対応だけでなく、隔離に

よる社会活動への影響を減らす仕組みづくりやプライバシーに係わる接触への理解と細や

かな対策が求められると考えられます。 

 

図 1. 本研究で明らかになった積極的疫学調査に関する市民の考え 
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